
　　(単位：千円）

コード番号 102041 市町村類型 施行時特例市

ふりがな いせさきし 2年度交付

市町村名 伊勢崎市 税種地区分

人　　口 人口集中 31,719,236 31.2% 30,146,827 72.7% 12,802,426 13.0% 11,593,053 11,464,593 26.0%

密　　度 地区人口 区　分 第１次 第２次 第３次 751,414 0.7% 751,414 1.8% 11,234,799 11.4% 8,631,548 8,056,806 18.2%

27年度 208,814人 K㎡ 人 88,772 人 人 人 24,993 0.0% 24,993 0.1% 679,802 0.7% 589,022 589,022 1.3%

22年度 207,221人 89,736 3,951 35,843 58,336 107,505 0.1% 107,505 0.3% 21,272,457 21.6% 6,490,596 6,489,635 14.7%

増加率 0.8%  3.9% 35.1% 57.1% 131,207 0.1% 131,207 0.3% 28,467,564 28.9% 6,444,779 2,460,247 5.6%

3年4月1日現在（人） 4,714,189 4.6% 4,714,189 11.4% 7,662,685 7.8% 7,503,276 7,503,276 17.0%

212,946 70,961 0.1% 70,961 0.2% 242,820 0.2% 220,103 - -

（うち 外国人数） 13,532 33,312,406 180,492 0.2% 180,492 0.4% 714,096 0.7% 599,296 579,715 1.3%

2年4月1日現在（人） 28,569,537 297,483 0.3% 297,483 0.7% 1,403,014 1.5% - - -

213,167 43,759,600 5,541,813 5.4% 4,770,867 11.5% 6,535,659 6.6% 5,189,030 5,025,067 11.4%

（うち 外国人数） 13,340 68,564,691 内 普通 4,770,867 4.6% 4,770,867 11.5% - - - － －

令和元年度 100,000 訳 特別（震災復興含む） 770,946 0.8% - - 91,015,322 92.4% 47,260,703 42,168,361 95.5%

１ 歳入総額　　　　　　　　　　　　　　Ａ 79,146,272 3,519,676 47,766 0.1% 47,766 0.1% 投資的経費 7,522,216 7.6% 1,739,893

２　 歳出総額　　　　　　　　　　　　　　Ｂ 76,479,191 積 現 財政調整基金 5,536,624 760,956 0.8% - - うち人件費 367,900 0.4% 345,824

３ 歳入歳出差引額　Ａ－Ｂ     　　 Ｃ 2,667,081 立 在 減債基金 35,920 670,505 0.7% 45,778 0.1% 普通建設事業費 7,522,216 7.6% 1,739,893 42,168,361 千円

４　 翌年度に繰越すべき財源   　　  Ｄ 147,943 金 高 その他特目基金 1,956,553 417,200 0.4% - - 補助 3,457,716 3.5% 251,895

５　　 実質収支　Ｃ－Ｄ　　　　　　　　 　Ｅ 2,519,138 2,200,000 37,568,123 36.9% - - 単独 3,227,385 3.3% 1,477,184

６ 単年度収支　　　 　　　　　　　　　Ｆ 227,936 233,778 実質赤字比率 - 6,794,373 6.7% - - 県営負担金 210,753 0.2% 10,814 52,236,320 千円

７ 積立金　　  　　　　　 　　　　　　　Ｇ 994 0.86 連結実質赤字比率 - 83,562 0.1% 43,590 0.1% 受託事業費 626,362 0.6% -

８ 繰上償還金　 　  　　　　　　　　　Ｈ - 6.2% 実質公債費比率 5.1% 42,699 0.0% - - その他 - - -

９ 積立金取崩し額　　 　 　　　　　　Ｉ 762,855 6.1% 将来負担比率 33.0% 1,757,735 1.7% - - 災害復旧事業費 - - -

10 実質単年度収支　　Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ △533,925 2.7% 1,367,081 1.3% - - 失業対策事業費 - - -

14.4% 水道事業 - 3,638,569 3.6% 106,805 0.3%

職員数 給料月額 一人当たりの 14.4% 公共下水道事業 - 5,085,400 5.0% - -

（人） (百円) 支給月額（百円） 94.7% 農業集落排水事業 - うち臨時財政対策債 2,735,200 2.7% - -

一　般　職　員 1,364 4,257,044 3,121 特定地域生活排水処理事業 - 101,773,262 100.0% 41,439,877 100.0% 98,537,538 100.0% 49,000,596

うち消防職員 259 810,929 3,131 対標準財政規模 0.2% 病院事業 -

うち技能労務職 49 137,935 2,815 

教　育　公　務　員 102 359,594 3,525 構成比

- - - 議会費 0.4%

13,495,856 42.5% △ 2.9% 13,820,976 総務費 28.1%

1,466 4,616,638 3,149 内 個人分 11,233,764 35.4% 1.4% 11,931,287 民生費 32.2%

訳 法人分 2,262,092 7.1% △ 19.7% 1,889,689 衛生費 5.9%

普通会計からの 職員数 14,428,596 45.5% 2.0% 14,324,391 労働費 0.3%

繰入額 （人） 662,684 2.1% 6.8% 658,269 農林水産業費 0.8%

小型自動車競走 無 - 14 改正実施 1,557,561 4.9% △ 2.9% 1,641,704 商工費 3.9%

国民健康保険 無 1,626,741 33 年月日 - - - - 土木費 8.5%

後期高齢者医療 無 2,282,397 10 市　 長 H21.12.1 1,574,539 5.0% 1.5% - 消防費 2.7%

介護保険 無 2,626,522 51 副市長 H21.12.1 内 入湯税 2,130 0.0% △ 35.1% - 教育費 9.4%

水道 有 184,388 48 教育長 H27.4.1 訳 都市計画税 1,572,409 5.0% 1.6% - 災害復旧費 -

公共下水道 有 1,288,671 27 議会議長 H18.5.1 公債費 7.8%

農業集落排水 有 482,052 3 議会副議長 H18.5.1  諸支出金 -

特定地域生活排水処理 有 9,818 - 議会議員 H18.5.1 31,719,236 100.0% △0.3% 30,445,340 前年度繰上充用金 -

病院 有 891,834 1,010    100.0%

81.9% 100.0% 区　分 滞納繰越分

59.7% 100.0% 市民税 24.9%

2.3% 100.0% 固定資産税 29.2%

99.8% 100.0% 税合計 26.7%

※法適用事業は純損益額、法非適用事業は実質収支額を記載しています。
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小学校プール設置校比率 99.0% 96.6%

上水道等給水人口／給水区域内人口 中学校プール設置校比率 98.9% 96.1%

道路舗装率 幼稚園耐震化率

徴
収
率

現年課税分 合計

道路改良率 小中学校耐震化率 98.8% 95.1%

公営住宅戸数／世帯

合　計 - -

公　　共　　施　　設　　の　　状　　況 98,537,538 49,000,596

1,258 485,000

7,662,685 7,503,276

205,783 

- -

合　計

41,894 555,000

9,270,428 6,415,255

32,741 505,000

- -

555,455 812,000

589,751 693,000

8,931 964,000

市たばこ税 3,854,750 2,215,319

5,780,709 4,967,065

544,253 
区　分

１人当たり平均給料

固定資産税 282,058 208,917

470,195 （報酬）月額　（円） 特別土地保有税 8,424,059 4,284,048

目的税 2,674,251 2,076,124

事業名 法適用
の有無

収支額 特　　別　　職　　等

31,762,954 14,933,581

軽自動車税 743,571 546,920

合　　　　　計

422,611 422,611臨　時　職　員

普通会計に属
する特別会計

学校給食センター事業費

市　　町　　村　　税 目　　的　　別　　歳　　出

区　分 決算額 構成比 増減率

市民税 27,659,462 5,427,480

地方債

内
訳

収
入
比
率

収
益
事
業

101.8%

対基準財政
需要額

0.3%

合　計 合　計

基準税額等
×100/75

区　分 決算額 一般財源等

手数料

309

970,494 公債費比率

財産収入

95.5%

△ 763,565 起債制限比率（３ヵ年平均） 資金不足比率

寄附金

臨時財政対策債を経
常一般財源等から除
いた経常収支比率

一　　　般　　　職　　　員　　　等 公債費負担比率

繰入金

区　　　　分
公債費負担比率（除繰上償還）

繰越金

経常一般財源比率

諸収入

経常経費充当
一般財源計98,537,538 市町村会館管理組合

3,235,724 後期高齢者医療広域連合

交通安全対策特別交付金

509,966 市町村総合事務組合（消防団）

分担金・負担金

財政力指数（３ヵ年平均）

国庫支出金

経常収支比率
- 実質収支比率

県支出金

歳入一般財源計
2,725,758 土地開発基金 健全化判断比率

使用料

206,620 その他定額運用基金

区　　　　分 令和２年度 収益事業収入
一部事務組合への加入状況

地方交付税

小　　計

101,773,262 債務負担行為額

貸付金

標準財政規模 繰出金

地方債現在高

地方特例交付金

前年度繰上充用金

住
民
基
本
台
帳

公債費

H17.1.1  新設合併

（周辺４市町村）
伊 勢 崎 市
赤   堀   町
東　       村
境　       町

積立金

基準財政需要額

首都圏整備法指定区域
都市開発区域

投資及び出資金

基準財政収入額

自動車税環境性能割交付金

S.35.10.1以降の合併状況
区　分 指数等 指定団体等の状況

地方消費税交付金

国
勢
調
査

27年度国調
就業人口、割合

利子割交付金

法人事業税交付金

維持補修費

139.44 1,497.5
配当割交付金 扶助費

株式等譲渡所得割交付金 補助費等

人　　　　　口 面　積
産　　業　　構　　造 地方税 人件費

地方譲与税 物件費

区　分 決算額 構成比 一般財源等 経常一般
財源

経常収
支比率

令　和　２　年　度　決　算　状　況　 歳　　　　入 性　　質　　別　　歳　　出

（普　通　会　計） Ⅰ－５ 区　分 決算額 構成比 経常一般
財源K

Ｋの構成比


